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衆議院文部科学委員会ニュース 

平成 26.2.4 第 186 回国会第１号 

 

2 月 4日（火）、第１回の委員会が開かれました。 

 

１ 国政調査承認要求に関する件 

・以下の事項について、国政調査承認要求をすることに協議決定しました。 

① 文部科学行政の基本施策に関する事項 

② 生涯学習に関する事項 

③ 学校教育に関する事項 

④ 科学技術及び学術の振興に関する事項 

⑤ 科学技術の研究開発に関する事項 

⑥ 文化、スポーツ振興及び青少年に関する事項 

 

２ 独立行政法人科学技術振興機構法の一部を改正する法律案（内閣提出第２号） 

・下村文部科学大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

・下村文部科学大臣、後藤田内閣府副大臣及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・井出庸生君（結い）及び宮本岳志君（共産）が討論を行いました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 （賛成―自民、民主、公明、生活、社民、山口壯君（無） 反対―維新、みんな、結い、共産） 

・中根一幸君外４名（自民、民主、維新、公明、生活）から提出された附帯決議案について、笠浩史君（民主）から

趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを付することに決しました。 

 （賛成―自民、民主、維新、公明、みんな、生活、社民、山口壯君（無） 反対―結い、共産） 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

笠   浩 史君（民主） 

・革新的研究開発推進プログラム（以下「ＩｍＰＡＣ

Ｔ」という。）について、自身が研究をしていてマネジ

メント能力をもつ研究者がプログラム・マネージャー

となる可能性について内閣府副大臣に見解を伺いたい。 

・現在科学研究費補助金等の国からの支援を受けているプ

ロジェクトは、今回ＩｍＰＡＣＴによる資金措置を併せ

て受けることができるのか、あるいは既存の制度との調

整をどのように図るのか内閣府副大臣に伺いたい。 

 

鈴 木   望君（維新） 

・ＩｍＰＡＣＴが助成対象としようとする、実現すれば

産業や社会の在り方に大きな変革をもたらす、ハイリ

スク・ハイインパクトな革新的研究の具体的な事例を

内閣府に伺いたい。 

・ＩｍＰＡＣＴは基金の設立を本予算ではなく補正予算

で措置するとしているが、補正予算で措置すべき理由

について文部科学省に伺いたい。 

柏 倉 祐 司君（みんな） 

・東大発ベンチャー「ＳＣＨＡＦＴ」は、高い開発力を

有し、米国国防高等研究企画局（以下「ＤＡＲＰＡ」

という。）の研究プロジェクトに参加していたが、日

本企業からの資金提供や投資が受けられなかったため、

海外企業に買収されてしまった。しかも、買収後にＤ

ＡＲＰＡの研究プロジェクトのコンペティションにお

いて１位を獲得した。ＩｍＰＡＣＴによって革新的な

技術が生まれても、日本企業がリスクを取る姿勢がな

ければ、我が国における研究成果の企業化や産業化に

繋がらないと考えるが、内閣府の見解を伺いたい。 

・ＤＡＲＰＡのロボット開発プロジェクトではコンペテ

ィション形式によって評価・技術検証を行った例があ

り、経済産業省と国土交通省が共同で行う次世代イン

フラ用ロボットでもコンペティションの予定がある。

ＩｍＰＡＣＴにおいては、コンペティションにより、

成果の評価・技術検証を行う仕組みは考えられている

のか。また、ＩｍＰＡＣＴのテーマを選定する総合科

学技術会議は、他の府省やＤＡＲＰＡなど海外の機関

と連携する意向はあるのか。 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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井 出 庸 生君（結い） 

・我が国の喫緊の課題として、原発依存を軽減させるため

に自然エネルギー及び再生エネルギーに関する研究開発

を進めるべきであり、ＩｍＰＡＣＴにおけるテーマに選

ぶことを提案したいが、内閣府の見解を伺いたい。 

・本改正案の附則第５条において、科学技術振興機構は

毎事業年度後、事業報告書を作成し、これに文部科学

大臣が意見を付けて国会に報告するとあるが、ＩｍＰ

ＡＣＴの実施主体及び責任主体は総合科学技術会議で

はないのか、内閣府の見解を伺いたい。 

 

宮 本 岳 志君（共産） 

・ＩｍＰＡＣＴは、デュアルユース技術を視野に入れた

テーマ設定も可能となっているが、国民の安全・安心

に資する技術に安全保障・防衛分野の技術も含まれる

のか、内閣府の見解を伺いたい。 

・デュアルユース技術を視野に入れた研究に関し、防衛

省技術研究本部のシンポジウムにおいて、総合科学技

術会議議員が防衛省への期待を述べたとの報道（朝雲

（平成 25年 11月 14 日））があるが、防衛省はＩｍＰ

ＡＣＴにどう関わるのか伺いたい。 

 

青 木   愛君（生活） 

・最先端研究開発支援プログラム（以下「ＦＩＲＳＴ」

という。）については、平成 25 年度までとなっている

が、その成果と課題を総括するとともに、同プログラ

ムの継続を図るため、政府内での検討が必要であると

考えるが、内閣府の見解を伺いたい。 

・ＦＩＲＳＴによる成果の一つである介護用装着型ロボ

ットスーツが、既に欧州で認証が取れているにもかか

わらず、薬事法との関係で国内で医療用として、実用

化できない等の課題についての内閣府の認識を伺いた

い。 

 

吉 川   元君（社民） 

・昨年の第 185回国会における研究開発力強化法等改正

案に付された附帯決議の項目にもあるように、有期・

非正規である研究者の雇用の安定化を図らなければな

らないと考えるが、今後の検討予定について、下村文

部科学大臣の見解を伺いたい。 

・基金を独立行政法人日本学術振興会に創設し、ボトム

アップ型の仕組みとしたＦＩＲＳＴとは異なり、今回

のＩｍＰＡＣＴについては、基金を独立行政法人科学

技術振興機構に創設し、トップダウン型の仕組みを採

用しているが、その理由を内閣府に伺いたい。 

 


